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令和４年度１２月補正予算　事業別一覧

会計  ０１  一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

02 01 05 72 02 02 市政啓発事務 825 広報情報課 1

02 01 09 81 01 22 給与支給事務 561 人事課 2

02 01 11 81 01 30 電算システム管理運用事業 4,472 広報情報課 3

03 02 01 11 03 04 放課後児童健全育成事業 1,073 子育て支援課 4

03 02 02 11 01 09 保育園運営事業 13,141 子育て支援課 5

04 01 05 52 01 06 エコエネルギー促進事業 20,450 環境課 7

06 01 03 43 01 05 地場産業振興事業 18,213 産業課 10

10 04 01 11 01 20 幼稚園支援事業 3,000 子育て支援課 12

01 01 01 01 01 01 人件費 1,669 議事課 13

02 01 01 01 01 02 人件費 8,387 総務課 13

02 01 01 42 03 01 市民活動センター管理運営事業 1,607 協働推進課 13

02 01 01 42 03 11
市民活動センター管理運営事業
【債務負担行為】

(限度額)
2,900

協働推進課 13

02 01 01 81 01 09 庁舎維持管理事業 15,000 総務課 13

02 01 15 13 01 01 明越会館管理運営事業 5 協働推進課 13

02 01 15 13 01 02 カリヨンハウス管理運営事業 1,466 市民課 13

02 01 15 42 03 06 コミュニティ広場管理運営事業 1,323 協働推進課 13

02 01 15 42 03 11 おかよし交流センター管理運営事業 1,347 協働推進課 13

02 02 01 01 01 03 人件費 △ 4,487 税務課 13

02 03 01 01 01 04 人件費 0 市民課 13

02 03 01 01 01 04 人件費 △ 158 市民課 13

02 03 01 81 01 39
市民情報サービスセンター取扱事務
【債務負担行為】

(限度額)
4,080

市民課 13

02 06 01 01 01 05 人件費 2,620 監査委員事務局 13

03 01 01 01 01 06 人件費 △ 13,892 福祉課 13

03 01 01 21 01 05 生活困窮者自立支援事業 5,241 福祉課 14



令和４年度１２月補正予算　事業別一覧

会計  ０１  一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

03 01 02 21 04 03 心身障がい者扶助費等給付事業 672 福祉課 14

03 01 02 21 04 04 障がい者自立支援事業 196,895 福祉課 14

03 01 04 21 04 07 障がい者福祉センター事業 123 福祉課 14

03 01 04 21 02 07
障がい者福祉センター事業
【債務負担行為】

(限度額)
946

福祉課 14

03 01 05 22 01 81 国民健康保険特別会計繰出事務 △ 3,378 保険年金課 14

03 01 06 21 02 06 福祉センター運営管理事業 1,366 長寿介護課 14

03 01 06 21 02 06
福祉センター運営管理事業
【債務負担行為】

(限度額)
3,398

長寿介護課 14

03 01 06 21 03 08 介護保険特別会計　保険事業勘定繰出事務 △ 6,489 長寿介護課 14

03 01 06 21 03 81
介護保険特別会計　介護サービス事業勘定
繰出事務

980 長寿介護課 14

03 01 06 22 04 04 高齢者生きがいセンター運営管理事業 393 長寿介護課 14

03 01 06 22 04 04
高齢者生きがいセンター運営管理事業
【債務負担行為】

(限度額)
681

長寿介護課 14

03 01 07 21 02 07 老人憩いの家運営管理事業 1,059 長寿介護課 14

03 01 07 21 02 07
老人憩いの家運営管理事業
【債務負担行為】

(限度額)
2,469

長寿介護課 14

03 02 01 01 01 37
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生
活支援特別給付金給付事業

40,879 子育て支援課 15

03 02 01 11 01 01 家庭児童相談・虐待防止事業 781 子育て支援課 15

03 02 01 11 01 03 ひとり親家庭相談・自立支援事業 885 子育て支援課 15

03 02 02 01 01 07 人件費 △ 22,482 子育て支援課 15

03 02 02 11 01 11 子育て支援センター運営事業 454 子育て支援課 15

03 02 02 11 01 11
子育て支援センター運営事業
【債務負担行為】

(限度額)
80,000

子育て支援課 15

03 02 05 11 01 12 児童手当支給事務 785 子育て支援課 15

03 03 01 21 01 08 生活保護総務事業 2,014 福祉課 15

03 04 01 01 01 08 人件費 976 保険年金課 15

04 01 01 01 01 09 人件費 △ 12,135 健康推進課 15

04 01 04 81 01 58 保健センター維持管理事業 2,828 健康推進課 15



令和４年度１２月補正予算　事業別一覧

会計  ０１  一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

04 02 01 01 01 10 人件費 6,226 環境課 15

05 01 01 63 02 01 就労支援雇用安定事業 373 産業課 15

06 01 01 01 01 11 人件費 27,055 産業課 15

06 01 02 01 01 12 人件費 518 産業課 15

06 01 03 43 01 05 地場産業振興事業【債務負担行為】
(限度額)

29,715
産業課 15

06 01 04 43 01 08 農業用低圧ポンプ運営補助事業 532 産業課 15

06 01 08 43 01 12 緑と花のセンター管理運営事業 414 産業課 16

07 01 01 01 01 13 人件費 △ 13,539 産業課 16

08 01 01 01 01 14 人件費 3,788 道路河川課 16

08 02 02 62 02 02 道路維持管理事業 4,773 道路河川課 16

08 02 02 62 02 02 道路維持管理事業【債務負担行為】
(限度額)

5,500
道路河川課 16

08 02 03 62 02 03 道路改良事業【債務負担行為】
(限度額)

5,500
道路河川課 16

08 04 01 01 01 15 人件費 △ 2,870 都市計画課 16

08 04 05 51 01 12 都市公園整備事業【債務負担行為】
(限度額)

6,000
公園緑地課 16

08 04 05 51 01 12 都市公園整備事業【債務負担行為】
(限度額)

94,000
公園緑地課 16

08 04 06 51 01 13 公園維持管理事業 2,369 公園緑地課 16

08 04 06 51 01 13 公園維持管理事業【債務負担行為】
(限度額)

10,000
公園緑地課 16

08 05 02 81 01 69 市営住宅維持管理事業【債務負担行為】
(限度額)

19,000
都市計画課 16

09 01 04 31 01 12 防災行政無線通信施設運営管理事業 232 防災安全課 16

10 01 02 01 01 16 人件費 △ 5,777 教育行政課 16

10 01 05 12 01 10 みよし市教育センター事業 283 学校教育課 16

10 02 01 12 01 16 小学校運営事業 36,685 学校教育課 17

10 03 01 12 01 29 中学校運営事業 17,179 学校教育課 17

10 04 01 11 01 21 幼稚園授業料等補助事業 575 子育て支援課 17



令和４年度１２月補正予算　事業別一覧

会計  ０１  一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

10 05 01 01 01 17 人件費 2,141 教育行政課 17

10 05 05 11 02 04
家庭教育地域活動推進事業
【債務負担行為】

(限度額)
11,220

教育行政課 17

10 05 07 13 02 12 資料館施設管理事業 731 教育行政課 17

10 05 08 13 02 17 サンアート維持管理事業 5,338 教育行政課 17

10 05 08 13 02 17 サンアート維持管理事業【債務負担行為】
(限度額)

21,357
教育行政課 17

10 05 09 13 01 14 図書館学習交流プラザ管理運営事業 5,091 生涯学習推進課 17

10 06 01 01 01 18 人件費 4,948 スポーツ課 17

10 06 01 22 03 05 体育施設管理運営事業 13,879 スポーツ課 17

10 07 01 01 01 19 人件費 △ 131 学校教育課 17

10 07 01 12 01 42 給食センター維持管理事業 13,057 学校教育課 17



 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他（概要図等）

【市ホームページの組織トップページ】

市政啓発事務におけるSDGｓの取組

0.9

項 01 総務管理費 目 05

増加率

％千円

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 02 総務費

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 市政啓発事務

施策の体系
透明性の高い開かれた市政

広報・広聴

広報費

分担金・負担金補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金 市債 使用料・手数料

0 0 千円0 千円千円 0 千円 0 千円

87,630 千円 825 千円 88,455

区　分 内　容 事業費 備　考

委託料

　新たな部課情報で令和５年４月から業務を滞りなく実施するために12月補正が必要です。

作成課 【政策推進部　広報情報課】 事務事業番号 720202

ホームページ組織見直し対応業務委託 825千円 新規

千円 825 千円

その他 一般財源

　

　行政組織の見直し対応ホームページ修正事業

令和５年４月に組織の見直しを予定しており、部課変更に基づきホームページを修正します。ホーム

ページの組織トップページを始め、各課のページ最下欄に組織情報(部課名、電話番号、ファックス番

号、E-mail)が記載されていることから、組織見直しに合わせて修正する必要があります。 ホームペー

ジの全体総ページ数約8,600ページのうち、組織見直しで修正が必要となるページは約5,000ページ

で、令和５年１月から事前データ確認や、各課の確認などを行い令和５年３月31日業務終了後に修正

を反映します。

0
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 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他（概要図等）

(１) 勤務機関

(２) 所在地

(３) 愛知県東京事務所の事務概要

給与支給事務におけるSDGｓの取組

千円 561

増加率

令和５年度に愛知県東京事務所への実務研修生の派遣希望を愛知県に提出しています。実務研修

生が東京で生活するための住居を確保するため、令和４年度内に賃貸借契約を行う必要があります。

作成課 【総務部　人事課】 事務事業番号 810122

手数料 不動産仲介手数料 121千円 新規

使用料 賃貸住宅賃貸借料等 440千円 新規

　愛知県東京事務所

　東京都千代田区平河町２－６－３　都道府県会館

・政府、国会及びその関係機関並びに各種団体等との連絡調整に関すること。

・県政に関連のある情報、資料の収集、調査等に関すること。

・県選出国会議員との連絡に関すること。

・首都圏における産業誘致、企業等の動向の情報収集、観光の振興並びに大規模な催事及びコン

ベンションの誘致に関すること。

・農産物、その他加工品等に関する情報の収集及び提供、販路の開拓、宣伝並びに紹介に関する

こと。

28,676 千円 561 千円 29,237
　

分担金・負担金補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金 市債 使用料・手数料

千円千円 0 千円 0 千円 0

千円 2.0 ％

その他 一般財源

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 給与支給事務

施策の体系
その他（体系外）

その他

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 09 人事管理費

0 千円 0

区　分 内　容 事業費 備　考

千円

　愛知県東京事務所実務研修生賃貸住宅確保事務

　令和５年度に愛知県東京事務所で勤務する実務研修生の住居を確保します。

0
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 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他（概要図等）

電算システム管理運用事業におけるSDGｓの取組

1,172千円 新規

（見直し前） （見直し後）

・健康づくりの推進に関すること

・予防接種に関すること

・感染症の予防に関すること

・母子保健の向上及び育児支援に関すること

1.7

健康管理システムスキャナー１台 1,908千円 新規

区　分 内　容 事業費 備　考

0 千円千円 0 千円 0

税総合システム組織見直し対応業務委託

健康管理システムプリンター２台
備品購入費

委託料
550千円 新規

目 11

増加率

％千円

・特定健康診査等の健診及び特定保健指導に関すること

・健康診査に関すること　など

健康管理システム組織見直し対応業務委託 842千円 新規

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 02 総務費

千円 4,472 千円

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 電算システム管理運用事業

施策の体系
その他（体系外）

その他

電算費

269,030

項 01

273,502

総務管理費

分担金・負担金補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金 市債 使用料・手数料

0 0 千円千円 千円 4,472 千円

その他 一般財源

　

　行政組織の見直し対応システム準備事業

令和５年４月に組織の見直しを予定しており、部課変更に基づき必要なシステム用品を設置します。

また、設置したシステム用品の設定、部課名変更に伴う部署コードの付け替え、システム操作権限の設

定見直しなどを行います。

0

健康推進課の所管事務が保険健康課、こども相談課、国民健康保険連合会レセプト事務の３箇所に

分散し、健康管理システムを利用する課が増加することから、必要なシステム用品を配置します。また、

組織見直しによるシステム操作権限の再設定などを実施することで、新たな部課配置で令和５年４月か

ら業務を滞りなく実施するために設定作業を行う必要があります。

作成課 【政策推進部　広報情報課】 事務事業番号 810130

健康推進課 こども相談課

保険健康課
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 補正予算の説明

１ 事業名

(1) 概要

(2) 補正予算の必要性

(3) 主な執行予定経費

(4) その他（概要図等）

２ 事業名

(1) 概要

(2) 補正予算の必要性

(3) 主な執行予定経費

放課後児童健全育成事業におけるSDGｓの取組

電気料金・ガス料金 673千円

　放課後児童クラブ維持管理事業

作成課

200千円

100千円キッズクラブ・クックバラみよし

キッズクラブ・クックバラ

エジソンハウス

【子育て健康部　子育て支援課】 事務事業番号

支援金

110304

　電気料金・ガス料金の高騰に伴い予算不足が見込まれるため、不足分を補填します。

　電気料金・ガス料金の高騰に伴い予算不足が見込まれるため補正予算を計上する必要があります。

区　分 内　容 事業費 備　考

施設名 住所

三好丘四丁目１番地１

三好丘一丁目11番地５

西陣取山26番地１

光熱水費

100千円

400千円 新規

179,793

補助金 物価高騰対策支援金

178,720 千円

物価高騰による支出の増加に対して、質の高い保育を継続して提供できるよう経営支援する必要が

あります。

事業費 備　考

千円千円 0 千円

千円 0.6 ％
　

増加率

項 02 児童福祉費 目 01

1,073 千円

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 放課後児童健全育成事業

施策の体系
安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

地域で子育てを支える環境

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 03 民生費 児童福祉総務費

0 千円 0 千円

　物価高騰対策支援事業

区　分 内　容

全国的な原油価格、電気及びガス料金等の物価高騰に直面し、経常的な支出が増加する民間児童

クラブが質の高い保育を継続して提供できるよう支援します。

0

補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金 市債 使用料・手数料 その他 一般財源分担金・負担金

400 千円 673千円 0
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 補正予算の説明

１ 事業名

(1) 概要

(2) 補正予算の必要性

(3) 主な執行予定経費

２ 事業名

(1) 概要

(2) 補正予算の必要性

(3) 主な執行予定経費

(4) その他（概要図等）

黒笹保育園 福谷町西大山１番地31

キッズハウスみよし

みよしの森ほいくえん

500千円

100千円

100千円

三好丘一丁目11番地５

打越町新池浦110番地４

500千円

500千円

補助金

500千円

物価高騰対策支援金

3,388千円

996,907 千円 1.3

物価高騰による支出の増加に対して、質の高い保育を継続して提供できるよう民間保育園の経営を

支援する必要があります。

莇生保育園

施設名

天王保育園

なかよし保育園

住所

莇生町仲田48番地１

三好町天王51番地20

西一色町二ノ沢８番地２

項 02 児童福祉費 目 02

　

分担金・負担金

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 保育園運営事業

施策の体系
安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

子育て支援

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 03 民生費 保育所費

増加率

2,200 千円 0

　物価高騰対策支援事業

保育料の改定及び第２子以降無償化並びに延長保育料の口座振替対応のため、保育システムを改

修します。

子育てしながら働ける環境を整備するとともに、安心して子どもを産み、育てられる環境を整備するこ

とで保護者の負担を軽減するため保育料の改定及び第２子以降の保育料無償化を実施します。

　また、保育園のＩＣＴ化を更に進めるため、延長保育料の口座振替を実施します。

区　分 内　容 事業費 備　考

委託料 保育システム改修業務委託

千円 10,941千円

支援金

2,200千円 新規

全国的な原油価格、電気及びガス料金等の物価高騰に直面し、経常的な支出が増加する保育所が

質の高い保育を継続して提供できるよう支援します。

区　分 内　容 事業費 備　考

0 千円

　保育システム改修業務委託事業

0

％

その他 一般財源

983,766 千円

千円千円 0 千円 0

補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金 市債 使用料・手数料

13,141 千円
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項 02 児童福祉費 目 02

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 保育園運営事業

款 03 民生費 保育所費

３ 事業名

　国庫・県支出金返還事業

(1) 返還金

ア　子育てのための教育・保育給付交付金返還金

イ　施設型教育・保育給付費等県費負担金返還金

ウ　子ども子育て支援交付金返還金

(2) 概要

(3) 主な執行予定経費

４ 事業名

　保育園維持管理事業

(1) 概要

(2) 補正予算の必要性

(3) 主な執行予定経費

保育園運営事業におけるSDGｓの取組

備　考

備　考

施設型教育・保育給付費等県費負担金返還金 514千円

子ども子育て支援交付金返還金 1,168千円

令和３年度の実績額が確定したことに伴い、受入額が実績額を超過したため、国庫・県支出金を返

還します。

1,076千円

償還金

区　分

子育てのための教育・保育給付交付金返還金

光熱水費 電気料金・ガス料金 4,795千円

　電気料金・ガス料金の高騰に伴い予算不足が見込まれるため、不足分を予算計上します。

　電気料金・ガス料金の高騰に伴い予算不足が見込まれため、補正予算を計上する必要があります。

区　分 内　容 事業費

内　容

作成課 【子育て健康部　子育て支援課】 事務事業番号 110109

事業費
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 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他（概要図等）

補助金 450千円 新規

20,000 千円 48

区　分 内　容 事業費 備　考

千円

　太陽熱利用システム設置費補助事業

原油価格高騰により上昇する家庭での電気代等の削減及び環境負荷低減により、ゼロカーボンに対

する市民意識の高揚を目的として、エコエネルギー促進事業補助金の対象機器に太陽熱利用システ

ムを追加し、太陽熱利用システムの設置費用の一部を補助します。

0

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 エコエネルギー促進事業

施策の体系
環境にやさしいまちにしよう

地球環境の保全

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 04 衛生費 項 01 保健衛生費 目 05 環境衛生費

千円 25.8 ％

その他 一般財源

79,200 千円 20,450 千円 99,650
【拡充・重点施策】

分担金・負担金補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金 市債 使用料・手数料

千円千円 0 千円 0 千円 0

原油価格高騰により上昇する電気代等の家庭への影響は甚大であり、早急に対応する必要がありま

す。

また、地球温暖化の問題は世界的かつ喫緊の課題であり、ゼロカーボンシティを目指す本市としまし

ては、ゼロカーボンの推進に効果的な取組は即時に実行する必要があります。

　(１)太陽熱利用システムの概要

　　太陽の熱を使用して温水や温風をつくり、給湯や暖房などに利用するシステムのことをいいます。

　　太陽熱利用システムは、「自然循環型」と「強制循環型」に分別されます。

　(２)補助金の額

　　太陽熱利用システム設置費の10％を補助します。

　　自然循環型…上限額50,000円

　　強制循環型…上限額100,000円

　(３)太陽熱利用システムの例

自然循環型 強制循環型

太陽熱利用システム設置費補助金
[交付先]市民

千円 402

増加率
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主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 エコエネルギー促進事業

款 04 衛生費 項 01 保健衛生費 目 05 環境衛生費

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他（概要図等）

エアコン…

冷蔵庫…

統一省エネラベルに記載のＡＰＦ(通年エネルギー消費効率)が冷房能力ごとに定める

省エネ基準以上のもの(目標年度2027年度)

統一省エネラベルに記載の省エネ基準達成率が100％以上のもの(目標年度2021年

度)

　　ウ　補助金額

　　ア　対象機器

　　イ　対象省エネ基準

エアコンの例 冷蔵庫の例

　　　定額50,000円／台

市内事業所から購入するエアコン・冷蔵庫で購入費、設置費等の総額が税込み100,000円以上

のもので、かつ市内の住宅にある既存のエアコン・冷蔵庫から買換えを行うもの

　(１)省エネ家電更新費補助金

コロナ禍の物価高騰の影響を受けた市民に対する支援及び落ち込んだ消費意欲の向上と地域経済

の活性化を図るとともに、省エネ性能の高い省エネ家電や家庭用ＬＥＤ照明器具に更新することにより

得られる、エネルギーの物価高騰に伴い上昇する家庭での電気代の削減及び環境負荷低減効果によ

り、ゼロカーボンに対する市民の意識の高揚を目的として、省エネ家電等への更新費用の一部を補助

します。

コロナ禍の物価高騰の影響を受けた市民に対する支援及び落ち込んだ地域経済の回復は早急に対

応する必要があります。

また、地球温暖化の問題は世界的かつ喫緊の課題であり、ゼロカーボンシティを目指す本市としまし

ては、ゼロカーボンの推進に効果的な取組は即時に実行する必要があります。

区　分 内　容 事業費 備　考

補助金
省エネ家電更新費補助金
[交付先]市民

15,000千円 新規

補助金
家庭用ＬＥＤ照明器具更新費補助金
[交付先]市民

5,000千円 新規

　省エネ家電等更新費補助事業
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主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 エコエネルギー促進事業

款 04 衛生費 項 01 保健衛生費 目 05 環境衛生費

　

エコエネルギー促進事業におけるSDGｓの取組

家庭における消費電力量の内訳は、エアコン、冷蔵庫、照明の順で上位を占める割合となっていま

す。

　そのため、本補助金はその上位３種を補助対象とし、効果的に省エネを促進します。

　　ア　対象機器

　　イ　補助金額

　　　定額10,000円／件

　(3)家庭における消費電力量の内訳

　(２)家庭用ＬＥＤ照明器具更新費補助金

市内事業所から購入する家庭用ＬＥＤ照明器具で購入及び設置費の総額が税込み15,000円以上

のもので、かつ市内の住宅にある蛍光灯、白熱灯等をＬＥＤ照明に買換えを行うもの

作成課 【環境経済部　環境課】 事務事業番号 520106

家庭における消費電力量の内訳

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター

（一部加工）
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 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ 市の事業の概要

(１)対象者

(２)対象となる肥料

(３)支援の内容

ア　国の補助の上乗せ

【算定式】

本市に住民登録がある農業者(法人にあっては本店又は主たる事務所を市内に有する者)。

国庫支出金

補助金

通信運搬費

18,213

〔当年の肥料費－（当年の肥料費÷①価格高騰率÷②0.9）〕×0.15

世界情勢の影響により化学肥料原料の国際価格が大幅に上昇し、肥料価格が急騰しています。農

産物生産コストの増加により、農業経営が不安定になり農業者の生産意欲減退による離農も危惧され

るため、即効性のある施策を行う必要があります。

区　分 内　容 事業費 備　考

国の支援制度を申請した方に対して、前年度から増加した肥料費について、その1.5割を補助し

ます。

ア　令和４年６月から10月までに購入した、令和４年の秋用肥料として使用するもの。

イ　令和４年11月から令和５年５月までに購入し、令和５年の春用肥料として使用するもの。

新規肥料購入支援事業補助金 18,001千円

千円 0

申請書送付用窓あき封筒 72千円

千円千円 千円 0千円

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 地場産業振興事業

施策の体系
地域の農業を守り、次代につなげよう

農業

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 06 農林水産業費 項 01 農業費 目 03 農業振興費

【新規】
増加率

71,710 千円千円 18,213 千円

県支出金 市債 使用料・手数料

25.4 ％

その他

申請書郵送費 140千円

分担金・負担金

0 千円 0 千円 0

89,923

　肥料購入費支援事業

農業者に対して、高騰している肥料購入費用の一部を補助することにより、農産物生産コストの負担

を軽減し経営の安定化を図ります。

0

一般財源

印刷製本費

補正額
の財源
内訳
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主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 地場産業振興事業

款 06 農林水産業費 項 01 農業費 目 03 農業振興費

イ　市の独自制度

【算定式】

６ 国の事業の概要

(１)対象者

(２)対象となる肥料

(３)支援の内容

【算定式】

地場産業振興事業におけるSDGｓの取組

作成課 【環境経済部　産業課】 事務事業番号 430105

※

〔当年の肥料費－（当年の肥料費÷①価格高騰率）〕×0.7

化学肥料低減の取組を行った上で、前年度から上昇した肥料費の７割が支援金として交付されま

す。

国の支援制度の要件にあてはまらない方に対して、前年度から増加した肥料費について、その

７割を補助します。

　化学肥料の使用量の２割低減に向けて取り組む農業者のグループ(参加農業者５名以上)

　前記、市の制度と同じです。

②＝化学肥料使用料低減率（国の制度で使用される率）

①＝価格高騰率(国が定める高騰率。令和４年の秋用肥料については高騰率1.4)

〔当年の肥料費－（当年の肥料費÷①価格高騰率÷②0.9）〕×0.7
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 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他（概要図等）

幼稚園支援事業におけるSDGｓの取組

まこと第二幼稚園

住所

西陣取山26番地１

三好町弥栄40番地１

区　分

全国的な原油価格、電気及びガス料金等の物価高騰に直面し、経常的な支出が増加する幼稚園が

質の高い幼児教育を継続して提供できるよう支援します。

支援金

500千円

500千円

三好丘聖マーガレット幼稚園

ベル三好幼稚園

施設名

三好桃山幼稚園

三好文化幼稚園

東山幼稚園

物価高騰による支出の増加に対して、質の高い幼児教育を継続して提供できるよう私立幼稚園の経

営を支援する必要があります。

500千円

3,000千円

備　考事業費内　容

主 要 施 策 補 正 予 算 説 明 書

小　事　業　名 幼稚園支援事業

施策の体系
安心して子どもを産み、育てられる環境にしよう

子育て支援

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 10 教育費 幼稚園費項 04 幼稚園費 目 01

　
15,626 千円

作成課 【子育て健康部　子育て支援課】 事務事業番号 110120

千円 0 千円 0

500千円

3,000 千円 18,626 千円 19.2

3,000 千円 0

　物価高騰対策支援事業

補助金 物価高騰対策支援金 新規

補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金 市債

三好町東山435番地

三好丘四丁目１番地４

三好丘桜一丁目９番地

莇生町池下８番地１

500千円

500千円

0 千円 0

％

その他 一般財源使用料・手数料分担金・負担金

千円 0千円

増加率

千円
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（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正

予算額
事業の概要

(主な事業の
予算)

課名称

1 1 01 01 01 人件費 1,669

①議会議員　１９人
②一般職常勤職員　５人
・人事異動等による

552
1,117

議事課

2 1 02 01 01 人件費 8,387

①特別職職員　２人
②一般職常勤職員　７３人
③一般職再任用職員　３人
・人事異動等による

1,732
7,752

△1,097 総務課

3 1 02 01 01
市民活動センター
管理運営事業

1,607

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

918
689

協働推進課

4 1 02 01 01
市民活動センター
管理運営事業

(限度額)
2,900

【債務負担行為】
①市民活動センター２階親子通園
ルームふたば空調設備更新工事
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
2,900

協働推進課

5 1 02 01 01 庁舎維持管理事業 15,000

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

10,000
5,000

総務課

6 1 02 01 15
明越会館管理運営
事業

5

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

3
2
協働推進課

7 1 02 01 15
カリヨンハウス管
理運営事業

1,466

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

1,169
297 市民課（市民情報

サービスセン
ター）

8 1 02 01 15
コミュニティ広場
管理運営事業

1,323
①電気料
・燃料費の高騰による

1,323
協働推進課

9 1 02 01 15
おかよし交流セン
ター管理運営事業

1,347

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

153
1,194

協働推進課

10 1 02 02 01 人件費 △ 4,487

①一般職常勤職員　２５人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　２１人
・人事異動等による

△1,376
△411

△2,700 税務課

11 1 02 03 01 人件費 0

【財源更正】
①マイナポイント事業費補助金
・補助金充当による財源更正

（国庫支出金）
1,517

（一般財源）
△1,517

市民課

12 1 02 03 01 人件費 △ 158

①一般職常勤職員　１４人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　２５人
・人事異動等による

△3,965
3,507

300 市民課

13 1 02 03 01
市民情報サービス
センター取扱事務

(限度額)
4,080

【債務負担行為】
①市民情報サービスセンター収入
金回収業務委託
・債務負担行為の設定（令和５年
度から令和９年度まで）

(限度額)
4,080

市民課

14 1 02 06 01 人件費 2,620
①一般職常勤職員　３人
・人事異動等による

2,620
監査委員事務局

15 1 03 01 01 人件費 △ 13,892

①一般職常勤職員　５６人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　１０８人
・人事異動等による

2,917
△3,528

△13,281 福祉課

令和４年度　その他事業一覧

13 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正

予算額
事業の概要

(主な事業の
予算)

課名称

令和４年度　その他事業一覧

16 1 03 01 01
生活困窮者自立支
援事業

5,241

①生活困窮者就労準備支援事業費
等国庫補助金返還金
②生活困窮者自立相談支援事業費
等国庫負担金返還金
③新型コロナウイルス感染症セー
フティネット強化交付金国庫交付
金返還金
・事業費確定による返還金の発生

1,166

478

3,597 福祉課

17 1 03 01 02
心身障がい者扶助
費等給付事業

672
①さんさんバス利用料助成負担金
・実績見込みによる増額

672
福祉課

18 1 03 01 02
障がい者自立支援
事業

196,895

①扶助費
・実績見込みによる増額

②地域生活支援事業費等国庫補助
金返還金
③地域生活支援事業費等県補助金
返還金
・事業費確定による返還金の発生

196,100

530

265
福祉課

19 1 03 01 04
障がい者福祉セン
ター事業

123

①障がい者福祉センター指定管理
料
・燃料費の高騰による

123

福祉課

20 1 03 01 04
障がい者福祉セン
ター事業

(限度額)
946

【債務負担行為】
①障がい者福祉センター指定管理
料
・債務負担行為の設定（令和５年
度から令和６年度まで）

(限度額)
946

福祉課

21 1 03 01 05
国民健康保険特別
会計繰出事務

△ 3,378

①国民健康保険特別会計繰出金
・事業費等の実績見込みによる特
別会計への繰出金の減額

△ 3,378

保険年金課

22 1 03 01 06
福祉センター運営
管理事業

1,366
①福祉センター指定管理料
・燃料費の高騰による

1,366
長寿介護課

23 1 03 01 06
福祉センター運営
管理事業

(限度額)
3,398

【債務負担行為】
①福祉センター指定管理料
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
3,398

長寿介護課

24 1 03 01 06
介護保険特別会計
保険事業勘定繰出
事務

△ 6,489

①介護保険特別会計　保険事業勘
定繰出金
・事業費等の実績見込みによる特
別会計への繰出金の減額

△ 6,489

長寿介護課

25 1 03 01 06
介護保険特別会計
介護サービス事業
勘定繰出事務

980

①介護保険特別会計　介護サービ
ス事業勘定繰出金
・事業費等の実績見込みによる特
別会計への繰出金の増額

980

長寿介護課

26 1 03 01 06
高齢者生きがいセ
ンター運営管理事
業

393

①高齢者生きがいセンター指定管
理料
・燃料費の高騰による

393

長寿介護課

27 1 03 01 06
高齢者生きがいセ
ンター運営管理事
業

(限度額)
681

【債務負担行為】
①高齢者生きがいセンター指定管
理料
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
681

長寿介護課

28 1 03 01 07
老人憩いの家運営
管理事業

1,059
①老人憩いの家指定管理料
・燃料費の高騰による

1,059
長寿介護課

29 1 03 01 07
老人憩いの家運営
管理事業

(限度額)
2,469

【債務負担行為】
①老人憩いの家指定管理料
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
2,469

長寿介護課

14 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正

予算額
事業の概要

(主な事業の
予算)

課名称

令和４年度　その他事業一覧

30 1 03 02 01

低所得の子育て世
帯に対する子育て
世帯生活支援特別
給付金給付事業

40,879

①新型コロナウイルス感染症セー
フティーネット強化国庫交付金返
還金
・事業費確定による返還金の発生

40,879

子育て支援課

31 1 03 02 01
家庭児童相談・虐
待防止事業

781

①児童虐待・ＤＶ対策等総合支援
事業費国庫補助金返還金
・事業費確定による返還金の発生

781

子育て支援課

32 1 03 02 01
ひとり親家庭相
談・自立支援事業

885

①児童福祉法による児童入所施設
措置費等負担金返還金
②母子家庭等対策総合支援事業費
国庫補助金返還金
・事業費確定による返還金の発生

788

97
子育て支援課

33 1 03 02 02 人件費 △ 22,482

①一般職常勤職員　６８人
②一般職再任用職員　６人
③会計年度任用職員　１３８人
・人事異動等による

△4,357
△8,965
△9,160 子育て支援課

34 1 03 02 02
子育て支援セン
ター運営事業

454

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

245
209

子育て支援課

35 1 03 02 02
子育て支援セン
ター運営事業

(限度額)
80,000

【債務負担行為】
①子育て総合支援センター運営業
務委託
・債務負担行為の設定（令和５年
度から令和６年度まで）

(限度額)
80,000

子育て支援課

36 1 03 02 05 児童手当支給事務 785
①児童手当県費負担金返還金
・事業費確定による返還金の発生

785
子育て支援課

37 1 03 03 01 生活保護総務事業 2,014
①生活保護費国庫負担金返還金
・事業費確定による返還金の発生

2,014
福祉課

38 1 03 04 01 人件費 976
①一般職常勤職員　２人
・人事異動等による

976
保険年金課

39 1 04 01 01 人件費 △ 12,135

①一般職常勤職員　１８人
②会計年度任用職員　１４人
・人事異動等による

△11,835
△300

健康推進課

40 1 04 01 04
保健センター維持
管理事業

2,828

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

1,153
1,495

健康推進課

41 1 04 02 01 人件費 6,226

①一般職常勤職員　１１人
②会計年度任用職員　５人
・人事異動等による

5,556
670

環境課

42 1 05 01 01
就労支援雇用安定
事業

373

①電気料負担金
②ガス料負担金
・燃料費の高騰による

157
216

産業課

43 1 06 01 01 人件費 27,055

①一般職常勤職員　１７人
②一般職再任用職員　３人
・人事異動等による

32,312
△5,257

産業課

44 1 06 01 02 人件費 518
①一般職常勤職員　２人
・人事異動等による

518
産業課

45 1 06 01 03 地場産業振興事業 29,715

【債務負担行為】
①肥料購入費支援事業
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
29,715

産業課

46 1 06 01 04
農業用低圧ポンプ
運営補助事業

532
①農業用低圧ポンプ運営補助金
・燃料費の高騰による

532
産業課（農業土
木）

15 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



（単位：千円）
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予算)

課名称

令和４年度　その他事業一覧

47 1 06 01 08
緑と花のセンター
管理運営事業

414

①電気料
②ガス料
③燃料費
・燃料費の高騰による

139
245
30 産業課（緑と花の

センター）

48 1 07 01 01 人件費 △ 13,539

①一般職常勤職員　５人
②一般職再任用職員　３人
・人事異動等による

△13,350
△189

産業課

49 1 08 01 01 人件費 3,788

①一般職常勤職員　１１人
②会計年度任用職員　７人
・人事異動等による

5,488
△1,700

道路河川課

50 1 08 02 02 道路維持管理事業 4,773
①電気料
・燃料費の高騰による

4,773
道路河川課

51 1 08 02 02 道路維持管理事業 5,500

【債務負担行為】
①区画線設置工事（市道三好丘21
号線ほか）
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
5,500

道路河川課

52 1 08 02 03 道路改良事業 5,500

【債務負担行為】
①道路改良工事（市道平池前田
線、市道青木線）
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
5,500

道路河川課

53 1 08 04 01 人件費 △ 2,870

①一般職常勤職員　１４人
②一般職再任用職員　１人
・人事異動等による

△2,366
△504

都市計画課

54 1 08 04 05 都市公園整備事業
(限度額)

6,000

【債務負担行為】
①三好丘公園テニス場改修設計業
務委託
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
6,000

公園緑地課

55 1 08 04 05 都市公園整備事業
(限度額)

94,000

【債務負担行為】
①三好丘桜公園テニス場改修工事
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
94,000

公園緑地課

56 1 08 04 06 公園維持管理事業 2,369

①電気料
②燃料費
・燃料費の高騰による

2,337
32

公園緑地課

57 1 08 04 06 公園維持管理事業
(限度額)

10,000

【債務負担行為】
①公園照明灯ＬＥＤ化改修工事
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
10,000

公園緑地課

58 1 08 05 02
市営住宅維持管理
事業

(限度額)
19,000

【債務負担行為】
①福谷住宅Ｂ棟給湯器取替工事
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
19,000

都市計画課

59 1 09 01 04
防災行政無線通信
施設運営管理事業

232
①電気料
・燃料費の高騰による

232
防災安全課

60 1 10 01 02 人件費 △ 5,777

①特別職職員　１人
②一般職常勤職員　３１人
③一般職再任用職員　２人
④会計年度任用職員　１８６人
・人事異動等による

△1,390
△9,350

2,793
2,170 教育行政課

61 1 10 01 05
みよし市教育セン
ター事業

283
①電気料
・燃料費の高騰による

283
学校教育課

16 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



（単位：千円）
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62 1 10 02 01 小学校運営事業 36,685

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

19,679
17,006

学校教育課

63 1 10 03 01 中学校運営事業 17,179

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

8,483
8,696

学校教育課

64 1 10 04 01
幼稚園授業料等補
助事業

575

①子育てのための施設等利用給付
国庫交付金返還金
②愛知県私立幼稚園事業料等軽減
補助金返還金
・事業費確定による返還金の発生

367

208
子育て支援課

65 1 10 05 01 人件費 2,141

①一般職常勤職員　１６人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　２７人
・人事異動等による

7,944
△333

△5,470 教育行政課

66 1 10 05 05
家庭教育地域活動
推進事業

(限度額)
11,220

【債務負担行為】
①放課後子ども教室運営業務委託
・債務負担行為の設定（令和５年
度）

(限度額)
11,220

教育行政課

67 1 10 05 07
資料館施設管理事
業

731

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

345
386 教育行政課（歴史

民俗資料館）

68 1 10 05 08
サンアート維持管
理事業

5,338
①勤労文化会館等指定管理料
・燃料費の高騰による

5,338
教育行政課

69 1 10 05 08
サンアート維持管
理事業

(限度額)
21,357

【債務負担行為】
①勤労文化会館等指定管理料
・債務負担行為の設定（令和５年
度から令和７年度まで）

(限度額)
21,357

教育行政課

70 1 10 05 09
図書館学習交流プ
ラザ管理運営事業

5,091

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

4,189
902

生涯学習推進課

71 1 10 06 01 人件費 4,948

①一般職常勤職員　９人
②一般職再任用職員　１人
・人事異動等による

5,527
△579

スポーツ課

72 1 10 06 01
体育施設管理運営
事業

13,879

①電気料
②ガス料
③水道料
・燃料費の高騰による

11,130
1,934

815 スポーツ課

73 1 10 07 01 人件費 △ 131
①一般職常勤職員　４人
・人事異動等による

△131
学校教育課

74 1 10 07 01
給食センター維持
管理事業

13,057

①電気料
②ガス料
・燃料費の高騰による

7,154
5,903 学校教育課（学校

給食センター）

17 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



 

 

 

 

２ 国民健康保険特別会計 

 

 
 

 



令和４年度１２月補正予算　事業別一覧

会計  ０２  国民健康保険特別会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

01 01 01 01 01 20 人件費 △ 3,363 保険年金課 18

01 02 01 22 01 13 国民健康保険趣旨普及事業 0 保険年金課 18

02 01 01 22 01 15 一般被保険者療養給付事業 111,702 保険年金課 18

02 02 01 22 01 20 一般被保険者高額療養費支給事業 40,675 保険年金課 18

06 01 03 22 01 88 返還事務（国民健康保険特別会計） 221 保険年金課 18



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正

予算額
事業の概要

(主な事業の
予算)

課名称

1 2 01 01 01 人件費 △ 3,363
①一般職常勤職員　４人
・人事異動等による

△ 3,363
保険年金課

2 2 01 02 01
国民健康保険趣旨
普及事業

0

【財源更正】
①社会保障・税番号制度システム
整備費補助金
・補助金充当による財源更正

（国庫支出金）
15

（一般財源）
△15

保険年金課

3 2 02 01 01
一般被保険者療養
給付事業

111,702
①一般被保険者療養給付費
・実績見込みによる増額

111,702
保険年金課

4 2 02 02 01
一般被保険者高額
療養費支給事業

40,675
①一般被保険者高額療養費
・実績見込みによる増額

40,675
保険年金課

5 2 06 01 03
返還事務（国民健
康保険特別会計）

221
①返還金
・事業費確定による返還金の発生

221
保険年金課

令和４年度　その他事業一覧

 18 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。



 



 

 

 

 

３ 介護保険特別会計 

 

 

 



令和４年度１２月補正予算　事業別一覧

会計  ０６  介護保険特別会計（保険事業勘定） （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

01 01 01 01 01 23 人件費 △ 5,693 長寿介護課 19

01 01 01 21 03 09 介護保険運営事務 491 長寿介護課 19

04 01 01 21 03 33 介護予防・生活支援サービス事業 0 長寿介護課 19

04 03 01 21 01 12 地域包括支援センター運営事業 0 長寿介護課 19

04 03 01 01 01 24 人件費 △ 1,287 長寿介護課 19

会計  ０７  介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属
主要施策
ページ

01 01 01 01 01 25 人件費 980 長寿介護課 19



（単位：千円）

No.
会
計

款 項 目 小事業名称
補正

予算額
事業の概要

(主な事業の
予算)

課名称

1 6 01 01 01 人件費 △ 5,693

①一般職常勤職員　４人
②会計年度任用職員　１１人
・人事異動等による

△1,613
△4,080

長寿介護課

2 6 01 01 01 介護保険運営事務 491

①介護保険システム端末購入費
・介護保険システム端末の追加購
入

491

長寿介護課

3 6 04 01 01
介護予防・生活支
援サービス事業

0

【財源更正】
①介護保険保険者努力支援交付金
・交付金充当による財源更正

（国庫支出金）
1,608

（一般財源）
△1,608

長寿介護課

4 6 04 03 01
地域包括支援セン
ター運営事業

0

【財源更正】
①保険者機能強化推進交付金
・交付金充当による財源更正

（国庫支出金）
1,486

（一般財源）
△1,486

長寿介護課

5 6 04 03 01 人件費 △ 1,287

①一般職常勤職員　３人
②会計年度任用職員　２人
・人事異動等による

123
△1,410

長寿介護課

6 7 01 01 01 人件費 980

①一般職常勤職員　６人
②一般職再任用職員　２人
③会計年度任用職員　２人
・人事異動等による

3,425
△1,165
△1,280 長寿介護課

令和４年度　その他事業一覧

 19 主な事業の予算を記載しているため、予算額と一致しない場合があります。


